
久万高原町原油高騰対策事業者経営支援事業補助金交付要綱 

令和７年６月３日 

告示第５４号 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、原油価格高騰の影響を受ける町内の法人、個人事業主

（以下「事業者」という。）の経営を支援し、産業の保護、育成を図るた

め、この告示の定めるところにより予算の範囲内で補助金を交付する。 

２ 補助金の交付に関しては、この告示に定めるもののほか、久万高原町補助

金交付規則（平成１６年久万高原町規則第４４号）の定めるところによる。 

（補助対象事業者） 

第２条 補助金の対象事業者は、次の各号に掲げるものを対象とする。 

 （１） 町内に本店所在地及び主たる事業所を置く法人又は町内に住所を有

する個人事業主 

 （２） 今後も町で事業を継続する意思がある者 

 （補助対象とならない事業者） 

第３条 次の各号に掲げる事業者にあっては、交付の対象とならない。 

 （１） 国及び法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第一に規定する公

共法人 

 （２） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）に規定する「性風俗関連特殊営業」及び当該営業に係る

「接客業務受託営業」を行うもの 

 （３） 政治団体 

 （４） 宗教上の組織又は団体 

 （５） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

７７号）第２条第２号から第６号までに規定する暴力団の構成員等に該

当するもの 

 （６） 補助対象経費について他の公的制度に基づく補助金（以下「他の補

助金」という。）を受けている者。ただし、他の補助金の総額が第５条

の補助金の額より低く、特に町長が認めるものについては、差額分を交



付することがある。 

 （７） 前各号に掲げるもののほか、補助金の趣旨、目的に照らして適当で

ないと町長が判断するもの 

 （補助金の使途） 

第４条 補助金の使途は、事業を継続するために必要な費用とする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額の算出方法は、別表のとおりとする。ただし、上限は６０

万円、下限は１万５千円とする。 

２ 補助金の額に１，０００円未満の金額が発生した場合は、切り捨てるもの

とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、久万高原町原油高騰対策事業者

経営支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次の各号に掲げる書類を

添付して町長に提出しなければならない。ただし、必要に応じて各号以外の

書類の提出を求めることがある。 

 （１） 法人にあっては、法人税確定申告書類（別表第一、法人事業概況説

明書、販売費及び一般管理費）、個人にあっては、所得税確定申告書類

（別表第一１枚、所得税青色申告決算書（青色申告者）、収支内訳書

（白色申告者））又は住民税申告書類及び収支内訳書 

 （２） 補助対象経費の領収書等及び支出の詳細（数量）が分かる書類 

 （補助金の交付決定） 

第７条 町長は、前条の規定による交付申請があったときは、その内容を審査

し、適当と認めるときは補助金の交付決定を行い、久万高原町原油高騰対策

事業者経営支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通

知するものとする。 

 （交付の取下げ） 

第８条 前条の補助金の交付決定を受けた者が、補助金の取下げをしようとす

るときは、久万高原町原油高騰対策事業者経営支援事業補助金取下げ届出書

（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 



 （補助金の請求） 

第９条 交付決定の通知を受けたものは、久万高原町原油高騰対策事業者経営

支援事業補助金交付請求書（様式第４号）を町長に提出するものとする。 

 （補助金の交付決定の取消し及び返還） 

第１０条 町長は、補助金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当す

るときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、又は既に交付した

補助金の全部若しくは一部及び補助金の交付日から取消し日までの利息相当

額を返還させることができる。 

（１） 補助対象経費が事業で使用したものでないとき。 

（２） 補助金の交付申請書その他の関係書類に虚偽の記載をしたとき。 

（３） 補助金の交付を受けた日から通算して１年以内に事業を廃止したと

き。 

（４） この告示の規定に違反する行為をしたとき。 

（その他） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

（告示の失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

  



別表（第５条関係） 

補助金の額の算出方法 

令和７年の対象月の燃料等の使用数量（Ａ）に燃料等単価（Ｂ）を乗じた額 

補助金の額＝（Ａ）×（Ｂ） 
 

対象月 燃料等の種類 
燃料等単価

（Ｂ） 
交付申請提出期限 

1月～3月 
原油燃料（ガソリン、

灯油、軽油、重油） 
7.6円/L 令和 7年 8月 29 日 

１ 燃料等の使用数量は、補助対象事業者が事業を行う上で対象月に使用した

数量（「以下「燃料等使用数量」という。）とする。 

２ 第３条第６号中、特に町長が認めるものについては、補助金の額の算出方

法を別に定める。 


